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s04200
　この資料は、平成15 年6 月5 日（木）の衆議院憲法調査会
統治機構のあり方に関する調査小委員会において、「財政（特に、
会計検査制度と国会との関係（両院制を含む）を中心として）」を
テーマとする参考人質疑及び委員間の自由討議を行うに当たって、
小委員の便宜に供するため、幹事会の協議決定に基づいて、衆議院
憲法調査会事務局において作成したものです。
　この資料の作成に当たっては、①上記の調査テーマに関する諸事
項のうち問題関心が高いと思われる事項について、衆議院憲法調査
会事務局において入手可能な関連資料を幅広く収集するとともに、
②主として憲法的視点からこれに関する国会答弁、主要学説等を整
理したつもりですが、必ずしも網羅的なものとはなっていない点に
ご留意ください。
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s04200
◆最判昭和33 年3 月28 日民集12 巻4 号624 頁
　「本件の課税がたまたま緒論通達を機縁として行われたもので
達の内容が、法の正しい解釈に合致するものである以上、本件課
根拠に基づく処分と解する」。
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s04200
立法政策説（Ａ説）（小嶋）
　財政法3 条は、憲法の要求するところではなく、立法政策上の判断によって
設けられたと解する説
憲法83 条説（Ｂ説）（中村、畠山）
　財政法3 条は、83 条の財政民主主義の原則に基づいて制定されたものと解す
る説
憲法84 条説（Ｃ説）（佐藤（功）、清宮、小林（直））
　財政法3 条は、84 条の租税法律主義の要求するところであると解する説
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s04200
承認説ないし予算行政説（Ａ説）（美濃部）
　予算の法的性格を否定するもので、予算は国会が内閣に対して一年間の財政
計画を承認する意思表示であって、専ら国会と内閣との間で効力を有するもの
であると解する説
予算法規説（予算国法形式説、予算法形式説）（Ｂ説）（清宮）
　予算に法的性格を認めるが、法律とは異なった国法の一形式であると解する
説
予算法律説（Ｃ説）（小嶋、吉田、杉原）
　予算は法律それ自体であると解する説
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s04200
○政府答弁「予算に対する国会の修正権の限界について」
　「…83 条は明瞭に「国の財政を処理する権限は、国会の議決に基いて、これ
を行使しなければならない。」とあります。もちろんこれは大事な規定でありま
して、財政に対する国会のコントロールを決めたものでございます。ところが、
その憲法自身が別の条文で、政府に予算の提案権があると書いてある。その規
定と、それから財政に対する国会のコントロールをあらわしているこの権限、
議決権、これとの調整を考えれば、…予算に対する国会の修正権は提案権を損
なわない限度であるというふうに思う、こういうことでございます。」
（昭和52 年2 月23 日　衆・予算委　真田内閣法制局長官）
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s04200
の三説に大別される（浦部他『注釈日本国憲法下巻』1351 頁）。
Ａ説
　宗教上の組織とは、寺院・神社のような物的施設を中心とした財団的なもの
を指し、団体とは教派・宗派・教団のような人の結合を中心とした社団的なも
のを意味すると解する説
Ｂ説（宮沢）
　宗教上の組織とは、宗教の信仰・礼拝または普及を目的とする事業ないし運
動を意味し、団体とは信仰・礼拝または普及を目的とする人の結合体をいうも
のであるが、両者を厳格に区別する必要はなく、要するに、宗教の信仰・礼拝
または普及を目的とする事業ないし活動を広く意味すると解する説
Ｃ説（佐藤（功））
　「組織」も「団体」も強いて区別するまでもなく、要するに、宗教上の事業
ないし活動を行う目的をもって組織される団体は、ここでいう「団体」であり、
「組織」であると解する説
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◆箕面忠魂碑事件最高裁判決（最判平成5 年2 月16 日民集47 巻3 号1687 頁）
　宗教団体又は宗教上の組織もしくは団体とは、「宗教と何らかのかかわり合
いのある行為を行っている組織ないし団体のすべてを意味するものではなく、
国家が当該組織ないし団体に対し特権を付与したり、また、当該組織ないし団
体の使用、便益若しくは維持のため、公金その他の財産を支出し又はその利用
に供したりすることが、特定の宗教に対する援助、助長、促進又は圧迫、干渉
等になり、憲法上の政教分離原則に反すると解されるものをいうのであり、換
言すると、特定の宗教の信仰、礼拝又は普及等の宗教的活動を行うことを本来
の目的とする組織ないし団体を指すものと解するのが相当である」と判示して、
遺族会がこれに該当しないと判断した。


89

89

89

89

57

89

324


s04200
公費濫用防止説（Ａ説）（小嶋）
　89 条後段の趣旨は、教育等の私的事業に対して公金支出を行う場合には、財
政民主主義の立場から公費の濫用をきたさないよう、当該事業を監督すべきこ
とを要求するものであると解する説
自主性確保説（Ｂ説）（宮沢）
　89 条後段の趣旨は、教育等の私的事業の自主性を確保するために、公権力に
よる干渉の危険を除こうとするところにあると解する説
中立性確保説（Ｃ説）（山内一夫）
　89 条後段の趣旨は、政教分離原則の補完にあり、私人が行う教育等の事業は
特定の宗教的信念に基づくことが多いので、宗教や特定の思想信条が国の財政
的援助によって教育等の事業に浸透するのを防止するところにあると解する説
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s04200
Ａ説（宮沢）
　「支配」とは、その事業の予算を定め、その執行を監督し、さらに人事に関
与するなど、その事業の根本的な方向に重大な影響を及ぼすことのできる権力
を有することをいうとして、「公の支配」を厳格に解し、その結果、私立学校法
59 条、私立学校振興助成法12 条3で定められた程度の微温的・名目的な監督が、
果たして「公の支配」に属するかどうか疑問であると解する説
Ｂ説（田畑（忍））
　Ａ説とは逆に「公の支配」を緩やかに解し、「公の支配」に属する事業は、国
家の支配の下に特に法的その他の規律を受けている事業をいい、教育基本法等
によって法的な支配を受けている私立学校は、「公の支配」に属すると解する説
Ｃ説（小林（直））
　Ｃ説は、Ａ説とＢ説の中間にある説で、「公の支配」の解釈に当たって、憲法
14 条、23 条、25 条、26 条など他の条項、特に26 条との総合的解釈を行い、
私立学校法及び私立学校振興助成法による監督の程度をもって「公の支配」の
要件を満たし、私学助成を合憲と解する説
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s04200
◆千葉地裁昭和61 年5 月28 日判時1216 号57 頁
　89 条の「公の支配」の意味については、「憲法19 条、
のほか、教育の権利義務を定めた憲法26 条との関連、
公的助成の目的・効果等を総合勘案して決すべきもの解
の支配」に属する事業とは、「国又は公共団体が人事、組
本的に支配していることまでをも必要とする趣旨ではな
法的規制を受けていることをもって足り、私立学校につ
法、学校教育法、私学法等の教育関係法規」による法的
私学助成は憲法89 要後段に反しないと判断している。

s04200
○政府答弁「私学助成と憲法89 条との関係について」
　「…私立学校その他の私立の事業に即して申し上げますと、公の支配に属す
るといいますのは、その会計、人事等につきまして国あるいは地方公共団体の
特別の監督関係のもとに置かれているということを意味するわけでございま
す。私立学校につきまして具体的に申し上げますと、私立学校振興助成法等法
律がございますが、そういう法律に定めるところのいわゆる所轄庁の監督に関
する規定がございまして、こういった規定と申しますのは助成を受ける私立学
校を公の支配に属させる意義を有する規定であるというふうに考えることがで
きるわけでございます。
　この点につきましては、昭和54 年の3 月13 日に参議院の予算委員会におき
まして、…現行の法体制のもとにおきましては私学に対して国が助成をするこ
とは憲法上も是認されるのだという解釈が肯定的に是認され、かつ確立したと
いうふうに考えるというような答弁をしているところでございまして、この考
え方は現在も我々は変わっていないということでございます。」
（平成5 年2 月23 日　参・文教委　津野内閣法制局第一部長）
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s04200
○政府答弁「決算を国会の議決案件とすることについて」
　「…決算は、国会の議決により成立した予算の執行の実績であり、きわめて
重要なものでありますが、その性格は、過去の実績についての計数的な記録で
あり、これを国会の承認案件とするのにはなじまないと考えられます。現行憲
法の規定も、予算については議決、決算については提出と、それぞれ異なる規
定のしかたをしており、憲法の規定の上からも、現行の取り扱いが最も適切な
ものであると考えております。…」
（昭和47 年3 月14 日　衆・本会議　佐藤内閣総理大臣）

s04200
議院議決説（Ａ説）（宮沢）
　国会に決算を提出する目的は、国会の審議・議決にあるが、議決には法律的
効果はなく、内閣の責任を問うためのものであるから、国会の審査は、両院交
渉の議案としてなされる必要はなく、各議院それぞれで行えばよいと解する説
国会議決説（Ｂ説）（佐藤（功））
　国会の審査・議決権は、憲法83 条の原則に由来するものであって、国の財務
処理に対する国会の議決権の当然の結果であること、また、決算も行政権の作
用である以上、憲法66 条3 項により内閣が国会に対して責任を負うべきもので
あることから、決算についても通常の議案についてと同様、国会としての意思
決定を行うべきであると解する説
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